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In brief 

2019年 11月 8日、OECD事務局は、公開協議文書：「グローバル税源浸食防止提案（『GloBE』）－第 2

の柱」1を公表しました。これは、包摂的枠組が経済のデジタル化に係る税務上の課題に取り組むための「作

業計画」2（ワークプログラム、2019年 5月公表）の中で具体的に提案した 2つの柱のうちの第 2の柱に関

するもので、第 1の柱と同様に、国際課税構造の大幅な改正を提示しています。 

この第 2の柱は、経済のデジタル化に伴う BEPS（税源浸食利益移転）が依然存在するという課題に対し

て、国際事業利得の確実なミニマム税率課税によって包括的対応を行うことを意図するものですが、更に幅

広い課題への対応をも行うものとなっており、 「グローバル税源浸食防止（GloBE）」提案と称されています。

本協議文書では、特にいわゆる所得合算ルールに係る特定の技術的課題( a) 課税ベース算定における財

務諸表の使用、b)実効税率算定にあたっての高税率所得と低税率所得との混合（ブレンディング）、c)適用

対象除外（カーブアウト）及び閾値)に焦点が当てられており、一連の調整されたルールの開発を求めていま

す。 

本協議文書について一般から提出されたコメントを踏まえたコンサルテーション（公開協議）が 12月 9日に

開催されます。 

なお、第 1の柱については、国・地域間での課税権の配分に対処するため、新たな利得配分とネクサスル

ールに係る諸提案についての統一的アプローチが検討されており、10月 9日に公開された協議文書3に関

して、11月 21日・22日にコンサルテーション（公開協議）が開催されます。 

In detail 

１. 背景

包摂的枠組（Inclusive Framework）は、2019年 2月に、経済のデジタル化に係る税務上の課題への対応

に係る協議文書4を公表し、第 1の柱（国・地域間での課税権の配分に対処するための新たな利得配分とネ

クサスルールに係るもの）と第 2の柱（多国籍企業による軽課税国・地域への利益移転を可能とするストラ

1 “Public consultation document：Global Anti-Base Erosion Proposal (“GloBE”)-Pillar Two”（2019年 11月 8日） 
2 “Programme of Work to Develop a Consensus Solution to the Tax Challenges Arising from the Digitalisation of 

the Economy”（2019年 5月 31日） 
3 “Public consultation document：Secretariat Proposal for a ‘Unified Approach under Pillar 1”(2019年 10月 9日) 
4 “Public Consultation Document：ADDRESSING THE TAX CHALLENGES OF THE DIGITALISATION OF THE 

ECONOMY”（2019年 2月 13日） 
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クチャーのリスクへの対処に係るもの）についての作業を行うことを提示するとともに、5月にはワークプログ

ラム（作業計画）を公表して、それぞれの課題への対応を図ってきました。 

 

第 2の柱は、「グローバル税源浸食（GloBE）」提案と称され、多国籍企業（MNEs）による軽課税国・地域へ

の利益移転を可能とするストラクチャーのリスクが引き続いていることに対処するために一連の調整された

ルールの開発を求めているもので、第 1の柱と同様、国際課税構造の大幅な改正を意図しています。この

第 2の柱は、経済のデジタル化に伴う BEPSが依然存在するという課題に対して、国際事業利得の確実な

ミニマム税率課税によって包括的対応を行うことを意図するものですが、更に幅広い課題への対応をも行う

ものとなっており、全ての所得に係るミニマム税率での課税は、利得移転のインセンティブを減少させます。

有害な底辺への競争（harmful race to the bottom）は、可動性の低い（less mobile）課税ベースに課税負

担を移転するリスク及び小規模経済の開発途上国に対して特定のリスクを課す可能性があり、これに対処

するためには、グローバルでの行動が必要であるとされます。 

 

この GloBE提案では、次の 4つの構成要素に係る課題及び設計オプションとともにその調整について検討

することに合意しています。 

 

a） 所得合算ルール（income inclusion rule）：子会社又は外国支店の所得に係る実効税率がミニマム税率

未満の場合に課税 

b） 過少課税支払ルール（undertaxed payments rule）：関連者への支払がミニマム税率以上での課税とな

っていない場合の控除否認又は源泉地国課税（源泉税を含む） 

c） スイッチオーバールール（switch-over rule）：PE帰属利得又は無形資産稼得所得がミニマム税率未満

の課税となっている場合の居住地国での免除方式から税額控除方式への移行 

d） 課税対象ルール（subject to tax rule）：支払がミニマム税率以上での課税となっていない場合に特定所

得項目について源泉地国での源泉税その他の課税及び条約特典の調整によって過少課税支払ルール

を補完 

 

このような中で、本協議文書が公表され、第 2の柱に係る提案（GloBE 提案）についてのコメントが一般か

ら求められます。ただ、本協議文書は OECD事務局の作成になるもので、包摂的枠組や OECD租税委員

会等でのコンセンサスの見解を示すものではないとされています。 

 

2. 概要 

本 GloBE提案では、調整のとれた多国間での解決がなされることによって、全ての国・地域にとって好まし

くない結果となり得る各国ばらばらな一国主義的（ユニラテラルな）行動のリスクへの対応となることが認識

されており、また、その設計次第では、途上国に対する非効率な租税インセンティブ提供のプレッシャーへの

対応となる可能性も指摘されています。これらを踏まえたところで、コンプライアンス及び執行コスト並びに二

重課税のリスクの極小化を図るべく、GloBE提案の設計がなされる必要があります。 

 

所得合算ルールは、固定税率への上積み（top-up）課税として機能することとされていますが、実際に適用

される税率は、他の主要な設計要素が十分に固まってから検討されることになります。また、その他にもいく

つかの主要な課題が提起されていますが、これらについてどのように技術的及び設計面での対応をするか

は、包摂的枠組での政策選択（policy choices）によることになり、例えば、過少課税支払ルール

（undertaxed payment rule）の構造・効能、課税対象ルール（subject-to-tax rule）の性質・範囲については、

包摂的枠組によって更に検討を深めていく必要があります。 

 

本協議文書では、特定の技術的問題、特に次の 3つの問題の設計に焦点を当てています。 

 

a）本制度での課税ベース算定のための出発点としての財務諸表の使用 

b）実効税率算定に当たっての高税率所得と低税率所得との混合（ブレンディング）の程度 

c）本制度における対象からの除外（carve-outs）及び閾値に係る利害関係者の経験及び見解 

 

これらについては、今次公開協議（コンサルテーション）で採り上げられます。 
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3．課税ベースの算定 

課税ベースは、CFCルール（外国子会社合算税制）を参考にして算定され、CFCルールがない場合には、

株主居住地国の国内法人税制を参考に算定されることになっています。ただ、例えば、親会社居住地国の

課税ベース計算に合致させる場合、実体基準除外がある場合、受動的所得のみ課税の場合等、において

は大幅なコンプライアンスコストとなる可能性があります。また、所得・費用の認識時期の差異が実効税率

計算に影響を及ぼす可能性があります。 

(1) 財務諸表の使用 

コンプライアンス及び執行可能性を改善し、課税ベース計算の差異による影響がないようにするためには、

適切な財務諸表ルールから出発して、合意された調整を行うことが、一つの簡便措置であるとされています。

この場合に、親会社又は子会社いずれの財務諸表基準を使用するかの問題があります。連結財務諸表作

成のために究極の親会社の財務諸表基準が使用されるのであれば、コンプライアンスコストは限られます。

多くの国の上場企業では IFRSが求められ、国によっては、米国 GAAP及び日本 GAAPも証券規制当局

によって受け入れられています。会計基準間の差異のほとんどは一時差異ですが、中には永久差異もあり

ます。 

[公開協議用質問 1] 

a) 出発点としての財務諸表の使用による実効税率計算に係る課税ベースの適切性及びコンプライアンスコ

ストの軽減 

b) 究極の親会社に適用される会計基準の使用の影響 

c) 課税ベース算定における財務諸表基準使用の評価 

d) 課税ベース算定における複数の財務諸表基準の許容による多国籍企業間競争への懸念 

e) 連結財務諸表を作成しない小規模多国籍企業への対応 

f) 過少課税支払ルールでの課税ベース算定に係る別途の考慮の要否 

(2) 調整 

財務諸表上の所得と税務上の所得との間における一定の永久差異（permanent difference）と一時差異

（temporary difference）を考慮して、財務諸表上の利得を調整することが考えられます。 

 

永久差異については、例えば、外国企業からの受取配当や株式売却益については課税所得から除かれる

可能性があり、配当に係る課税ベースの調整を要するかどうかは、本 GloBE提案で採用されるブレンディ

ングのレベル（全世界アプローチか、地域別あるいは事業体別アプローチか）によることになる可能性があり

ます。また、企業買収に係る取扱いの差異によって永久差異が生じる可能性があります。その他、各国の政

策的理由による特定類型所得の除外や一定の控除否認によって永久差異が生じる可能性があります。 

[公開協議用質問 2] 

a) 各国で一般的にみられる重要な永久差異で課税ベースから除かれるべきもの 

b) 永久差異への対処方法 

c) 永久差異に係る調整の実用性 

d) その他検討すべき財務諸表上の調整 

一時差異については、例えば、減価償却の方法、準備金の控除、欠損金の繰越認容、割賦販売の取扱い

等の差異によって生じます。事業年度間における実効税率の差への対処がなされない場合には、ブレンデ

ィングについてどの選択肢をとるかが大きな影響を与える可能性もあります。一時差異への対処に係るアプ

ローチとしては、(i) 超過税額及び税属性（tax attributes）の繰越、(ii) 繰延税金勘定、(iii) 多年度平均実効

税率、という基本的な 3つの方法があり、それぞれの要素の修正・併用が可能です。 

 

(i) 超過税額及び税属性の繰越には 3つのルールでの対応が可能です。第 1のルールでは、ミニマム税率

を超えてある国・地域で納付された子会社の税は、繰り越されて、当該国・地域においてミニマム税率未満

で納付された後年度の税として取扱われます。第２のルールでは、ある子会社所得について親会社が所得

合算ルールの下で納付した税は、当該子会社が当該子会社国・地域の税についてミニマム税率を超えて納

付した場合に親会社の別の租税債務からの還付・税額控除が認められます。第３のルールでは、ある子会

社の事業損失は、繰り越されて、当該子会社の財務諸表上の所得を減少させるために使用されます。これ

ら 3つの繰越は、親会社の備忘勘定（memorandum account）で管理されます。これらのルールによって所
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得・費用の認識時期による税務上の差が平準化されます。また、所得合算ルールの下で納付された税の税

額控除等が二重計算とならないように調整することも求められます。ただ、これらの繰越は、永久差異の除

去には使用されず、一時差異に対応するためにのみ調整・使用されるものです。 

 

(ii) 繰延税金勘定ルールの使用は、GloBE課税ベースの計算のために財務諸表上使用されるものです。こ

れによって、一時差異によって生じる実効税率計算における変動（volatility）を除去できる可能性があります。

既に IFRS やその他の一般に使用される財務諸表基準に従って財務諸表を作成している大多国籍企業は、

納税事業体別に繰延税金資産・負債を計算しており、追加的な事務負担が軽減されます。 

 

(iii) 多年度平均実効税率アプローチでは、損失・超過税額・その他税属性の繰越に係る別個のルールは必

ずしも必要ではないことから、簡便な方法と言えます。 

 

これらのアプローチの設計にあたっては、コンプライアンス・執行・租税政策の観点から検討すべき事項が数

多くあります。一時差異に限定するためのメカニズムについては、繰越及び多年度平均アプローチにおける

検討事項です。また、子会社所在国・地域での税率変更については、繰越及び繰延税金勘定アプローチに

おける検討事項です。これら 3つのアプローチ全てにおいて、対象期間についての検討が求められ、また、

納税者には何らかの記録保持の事務負担が生じます。その他、子会社株主に変更があった場合の税額控

除の繰越、子会社の合併・譲渡の場合及び新たに GloBE 対象となった場合の特別措置等も検討事項です。

更に、繰延税金勘定においては、欠損の場合への対応等個別の課題がありますし、多年度平均実効税率

計算では、誤りがあった場合の対応が複雑となる可能性があります。 

[公開協議用質問 3] 

a)  一時差異対応メカニズムとしての損失及び超過税額の繰越の使用 

b)  一時差異対応メカニズムとしての繰延税金勘定の使用 

c)  一時差異対応メカニズムとしての平均実効税率測定のための多年度アプローチの使用 

d)  繰延税金資産・負債に係る通常の財務諸表ルールに課すべき制限及びこれらの制限を課すことの実用

性 

e)  これらの一時差異対応アプローチにおける濫用の可能性及びそれら濫用への予防策 

f)  一時差異対応のための代替メカニズムに係る提案 

g)  課税ベース算定に係る追加的コメント（現行税制での経験に基づいて採否すべきと考えるものを含む） 

 

4. ブレンディング（blending） 

本 GloBE提案は実効税率（「ETR」）テストに基づいていることから、高税率所得と低税率所得との混合（ブ

レンディング）がどの程度可能かについて規定するルールが求められます。広範囲にこれを認めれば、本制

度の対象となる可能性が減少しますが、時には納税者にとっての外税控除に影響を及ぼします。 

 

a)  全世界ブレンディングアプローチ（worldwide blending approach）では、総国外所得に係る総外国税額

がミニマム税率未満となっている場合に、当該多国籍企業が本 GloBE提案の対象となり、当該国外所

得に係る税額がミニマム税率に達するまでの額について追加納税が必要となります。 

b)  国・地域別ブレンディングアプローチ（jurisdictional blending approach）では、同一国・地域における当

該多国籍企業の全居住者メンバー（支店を含む）の総所得に係る総税額がミニマム税率未満の場合に、

当該多国籍企業が本 GloBE提案の対象となります。 

c)  事業体別ブレンディングアプローチ（entity blending approach）では、各外国事業体（支店を含む）の実

効税率がミニマム税率未満の場合に、当該多国籍企業が本 GloBE提案の対象となります。 

 

これら 3つのアプローチはそれぞれ異なる政策選択（policy choices）によるものです。全世界ブレンディン

グでは、全体のコンプライアンスコストは下がる可能性がありますが、租税競争の下限を設けるという点では

効果が薄まることになります。また、これら 3つのアプローチで、それぞれ異なる課題を生じます。事業体別

ブレンディングアプローチでは、グループ税制あるいは連結納税の効果への対応について検討することが必

要となります。 
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[公開協議用質問 4] 

a)  全世界、国・地域別、事業体別の各ブレンディングアプローチそれぞれに基づく GloBE提案の全般的コ

ンプライアンスコスト及び経済効果の評価 

(1) 変動性（volatility）に対するブレンディングの効果 

上述のとおり、一時差異によって実効税率に変動（volatility）が生じますが、ブレンディングによってこの変動

が幾分緩和されます。全世界ブレンディングアプローチでは、同一期間に異なる事業体で生じる一時差異が

相殺される可能性が高くなります。また、全世界ブレンディングアプローチでこの変動をどれだけ管理できる

かは、グループの規模と事業の性質によります。 

[公開協議用質問 5] 

a)  上述した一時差異への対応のためのアプローチが何らとられない場合の、全世界アプローチによるこの

変動問題（volatility issues）への対処の有効性 

(2) 連結財務諸表情報の使用 

本協議文書では、究極の親会社レベルで使用される適切な財務諸表基準で作成された連結財務諸表の使

用が選択肢の一つとされていますが、全世界ブレンディングアプローチでは当該多国籍企業の国内事業と

国外事業との間での所得区分が求められ、また、事業体別又は国・地域別アプローチではさらに細分化が

求められます。非連結財務諸表情報の保持・作成が求められることになり、いずれのアプローチにおいても、

外国税額についての区分も同様に求められます。従って、それぞれのアプローチで異なるコンプライアンス

コストになる可能性があります。 

[公開協議用質問 6] 

a)  多国籍企業がすでに連結財務諸表を作成している場合に、(i) 全世界ブレンディングアプローチの下での

国内及び国外事業に係る所得及び税額の区分、(ii) 国・地域レベルへの所得及び税額の区分、(iii) 事業

体レベルへの所得及び税額の細分化、それぞれに際してのコンプライアンス面への影響 

b)  本 GloBE提案目的上の所得が株主所在国・地域での課税ベース計算で使用されるルールを参照して

算定される場合の、これらコンプライアンス面への影響の変化 

 

(3) 本支店間での所得配分 

各ブレンディングアプローチの下で、支店所在地国・地域と本店所在地国・地域との間での所得配分アプロ

ーチが合意される必要があります。全世界ブレンディングアプローチでは、支店所得の配分は、国内と国外

という区分でのみなされますので、他のアプローチに比べて事務負担は少ない可能性があります。 

[公開協議用質問 7] 

a)  事業体所得の支店・本店間での配分方法及び税目的上のものに従う必要性 

b)  全世界、国・地域別、事業体別の各ブレンディングアプローチの下での当配分に係るコンプライアンス面

への影響 

c)  国別報告（CbC reporting）要件の対象として支店・本店の個別所得報告が求められている（財務諸表上

この要件はない）多国籍企業のコンプライアンス面への影響の比較 

(4) 税務上透明な事業体の所得配分 

各ブレンディングアプローチにおいて、透明な事業体（transparent entity）の所得配分アプローチに係る合

意が必要となります。パートナーシップのようなグループ事業体については、グループメンバーの居住地国と

の関係で他の国・地域への所得移転の効果が生じ得ますので、本支店間のような二か国・地域間での課税

ベースの分割での原則とは異なるものとなります。全世界ブレンディングアプローチでは、国内と国外との間

での所得区分が求められるに過ぎませんので、他の二つのアプローチに比べて事務負担は少ないとみられ

ます。 

[公開協議用質問 8] 

a)  透明な事業体の所得配賦の方法及び税目的上のものに従う必要性 

b)   全世界、国・地域別、事業体別の各ブレンディングアプローチの下でのコンプライアンス面への影響 

c)   国別報告（CbC reporting）要件の対象として透明な事業体の所得報告が別途求められている（財務諸

表上この要件はない）多国籍企業のコンプライアンス面への影響の比較 
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(5) 他国で生じる税の控除 

全世界ブレンディングアプローチでは、外国の国・地域においてどの国外所得項目について課された税でも

税額控除が可能です。しかしながら、国・地域別あるいは事業体別ブレンディングアプローチでは、所得が生

じる国・地域ないし事業体とその所得に係る課税がなされる国等とが異なる場合（例えば、CFCルールでの

課税）には、それぞれの国等で実効税率面での過大・過少が生じます。この場合の一つの調整方法は、所

得が生じたとされる国等で納税がなされたとみるものです（税額控除移転メカニズム（credit-transfer 

mechanism））。 

[公開協議用質問 9] 

a)  国・地域別又は事業体別ブレンディングアプローチの下で、他の国・地域ないし事業体で生じる税の帰属

方法 

b)  CFCルール等の下での子会社又は支店の所得に対する中間階層の国・地域ないし事業体での納税額

に係る税額控除の実用性 

(6) 配当等の取扱い 

本 GloBE提案における所得が連結財務諸表を基に計算される場合で、配当等に係る受取側での取扱いが

財務諸表上と税務上で異なる際には、国・地域別又は事業体別ブレンディングアプローチの下では、調整が

必要となります。配当等を所得計算から除くこととする可能性もありますが、その際には源泉地国での源泉

税についての取扱いにも考慮が必要とみられます。また、グループ内配当及びポートフォリオ配当の取扱い

について、配当支払国での取扱方法を基に、更なる選択肢の可能性もあります。 

[公開協議用質問 10] 

a)  所得計算の出発点を財務諸表とする場合の、全世界、国・地域別、事業体別の各ブレンディングアプロ

ーチの下での配当課税への対処の実用性 

b)  GloBE提案の下での配当課税への対処方法 

c)  全世界、国・地域別、事業体別の各ブレンディングアプローチに関するその他の重要な問題点 

 

5. 対象からの除外（カーブアウト） 

ワークプログラムでは、a)BEPS 行動 5 に合致した基準及びその他の実体ベース（substance-based）除外、

b)有形資産に係る収益、c)一定閾値を下回る関連者取引の被支配会社、等に係る対象除外（carve-outs）

に加えて、a)グループの売上高等の規模に基づく閾値、b)利得又は関連者取引が少額な事業体・取引を除

外するデミニマス閾値、c)特定の分野・産業の除外、等に関連する選択肢・問題点についての検討が求めら

れています。 

 

上述した永久差異に係る会計上の調整は、ここでの対象除外と似たような機能がありますが、一般に範囲

が狭く、本 GloBE課税ベースの調整は永久差異を軽減します。 

 

対象からの除外及び閾値の決定は主に政策的問題（policy question）であり、それらの存在及び設計は、

租税制度の中立性及び外部効果を生じる活動に対して影響を及ぼします。また、EUの諸基本的自由等と

の整合性も確保しなければなりません。それらはまたコンプライアンス及び執行のコストにも影響を及ぼしま

す。 

 

ここでの除外（carve-out or exclusion）は、質的ないし事実と状況ベース（qualitative, facts-and-

circumstances basis）あるいは客観的・定式的ベース（objective, formulaic basis）で適用することが可能

です。前者は、特定の事実と状況に応じて仕組むことが可能ですが、コンプライアンス及び執行コストととも

に複雑性も増しますので、納税者にとっての不安定性（uncertainty）及び当局にとっての執行の困難性を生

じます。後者は、特定類型の所得を除外するなど、多くの異なる基準に基づくことが可能で、適用は比較的

簡便ですが、納税者側での新たな文書化要件の可能性、過大・過少算入の可能性、濫用防止規定の必要

性等が指摘されます。 

 

総収益又は利得等に基づく閾値は、執行及びコンプライアンスの観点からは比較的容易ですが、納税者に

とっての変動性（volatility）を生じる可能性があります 
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[公開協議用質問 11] 

a)  自らの経験に基づく、簡便性、コンプライアンスコスト、安定性、インセンティブ、行動への影響等の諸要

素を考慮した対象除外に係る好ましいデザイン 

b)  特定の除外類型（事実と状況に基づくもの又は定式的アプローチに基づくもの）について懸念される技術

上又はコンプライアンス上の検討事項、あるいは除外自体の必要性 

c)  納税者の規模による閾値が好ましい場合の理由及び使用すべき規準（metric） 

d)  コンプライアンスコストと便益との適正バランスがとれるデミニマス除外の類型 

e)  特定の分野・産業の除外が好ましい場合の、分野・産業の提示及び理由並びにコンプライアンスコスト及

び不安定性の最少化のための方策 

f)  除外（carve-outs）に係る追加的コメント（現行税制での経験に基づいて採否すべきと考えるものを含む） 

 

6. 補遺 

補遺 A（設例）では、超過税額及び税属性の繰越に係る設例（例 1・2）並びに繰延税金勘定に係る設例（例

3‐5）が掲載されています。 

 

また、補遺 B（第 2の柱におけるワークプログラム）では、ワークプログラムの第 3章（グローバル税源浸食

防止提案（第 2の柱））がそのまま引用されています。 

 

[参考] 

参考までに補遺 Bで掲載されているワークプログラム第 3章部分（パラ 50-78）のうち、第 2の柱の概要及

び所得合算ルールに関する部分（パラ 50-72）の要約は次のとおりです。 

 （グローバル税源浸食防止提案（第 2の柱）） 

第 2の柱であるグローバル税源浸食防止（global anti-base erosion：GloBE）提案では、包摂的枠組参加

国は、各国が自国制度（法人所得税の有無、税率等）を自由に決定できるとするアプローチに合意する一方、

ミニマム税率未満での実効税率課税の場合について策定されたルールを他国が適用する権利についての

検討がなされます。 

 

本提案の背景にあるのは、BEPSパッケージによる諸措置においても、無税又は極めて軽課税となる事業

体に利得を移転するストラクチャーから生じるリスクに係る包括的解決策が未だに提示されておらず、特に

デジタル経済の下で一般的な無形資産関係利得についての利益移転が顕著であるとの考えです。そのた

め、グローバルでの行動が必要であるとされ、有害な底辺への競争（harmful race to the bottom）を阻止す

ることは、途上国の非効率な租税インセンティブによる歳入減への対応にもなるとされています。 

 

ここでの提案は、関連利得がミニマム税率未満課税の状況で計上されている場合に係る第 1の柱のバック

ストップとなることも意図されています。また、行動 1報告書で述べられているように、デジタル経済をリング

フェンスするのは極めて困難であるとされていますので、本提案の対象範囲は、高度デジタルビジネスに限

定されてはいません。 

 

GloBE提案 

本提案は、二つの相関連するルールによって BEPS対応を目指すものです。即ち、i) 海外支店又は支配子

会社の所得がミニマム税率未満の実効税率課税の場合の所得合算ルール（income inclusion rule）、及び、

ii) ミニマム税率以上の課税となっていない一定支払に係る控除否認又は源泉ベース課税（含、源泉税）の

税源浸食支払課税（tax on base eroding payments）です。これらのルールは、国内法及び租税条約の改

正によって実施され、経済的二重課税リスク除去のための調整ルールが組入れられます。 

 

所得合算ルール 

第 2の柱における主要ルールである所得合算ルールは、ミニマム税率を超える実効税率で課税がなされて

いない所得について、比例割合での算入を株主に求めるミニマム税として作用するものであり、CFCルール

の補完となり得るものです。これによって多国籍企業グループが低税率課税の事業体へ所得配分を行うイ

ンセンティブを減少させるとするものです。 
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（ミニマム税率までの上積課税） 

本ルールは、多国籍企業の本部の所在地如何に拘わらず、そのグローバル所得が確実にミニマム税率で

課税されるというもので、一定税率以上での課税という政策に合致したアプローチです。一般的には、ミニマ

ム税率までの上積（top-up）課税が検討されます。それによって、統一的かつ調整のとれたルールの策定が

容易となります。また、各国及び各多国籍企業の間での同等競争条件が達成される可能性が高くなるとみ

られ、インバージョン等の低実効税率の恩典利用の事業再編取引へのインセンティブが減少します。一方、

各国の法人税率と関連付けられたミニマム税の場合には、包摂的枠組参加各国の法人税率が多様である

ことをみれば、より複雑で不透明な国際的枠組となるとみられ、特に、国内法人税率が高い国の場合には、

この制度の対象になるか否かによる影響は多大なものがあります。 

 

（固定税率の使用） 

本ワークプログラムでは、親会社所在地国の法人税率（幅）の一定パーセンテージではなく、固定パーセン

テージを使用するアプローチが検討されます。このアプローチは簡素で透明性が高く、執行コスト・コンプライ

アンスコストが軽減されます。また、各国間での同等競争条件が確保されます。一方、親会社所在地国の一

定パーセンテージを使用する場合には、適用税率に多大の差異が生じ、過少課税支払ルール等との整合

性確保が困難となって、二重課税のリスクが高まります。 

 

（簡素化の検討） 

本ワークプログラムでは、基本的に、課税ベースは各国の既存の CFCルール（又は国内法人税制）の下で

の計算ルールで算定されることを前提としていますが、各国の課税ベースの設計における差異によって当

ルールの適用・不適用を生じる可能性がありますので、簡素化が検討されています。その一つの方法として、

法人設立地の法及び関連会計基準で作成された財務諸表を基に、必要な合意された調整を行うとするもの

です。その他の簡素化措置も検討され、本制度の対象外とされる可能性のあるのは、BEPS行動 5（有害税

制）に合致した税制及びその他の実体に基づく除外、有形資産に基づく収入、関連者取引が一定閾値未満

の被支配会社、等です。 

 

（その他の課題） 

高税率所得と低税率所得の混合（blending）によって、混合税率がミニマム税率超となる場合があり得ます

が、混合については、事業体レベルでの混合からグローバルグループレベルでの混合まで、各国別の混合

も含めて、種々の選択肢があり得ます。 

 

その他の設計上・技術上の課題として、他の国際課税ルール（源泉地ベース課税、移転価格税制、CFC税

制等）との調整、多階層所有構造に係る合算ルール間の調整、所有権閾値、所得帰属ルール及びそれに

係る支払税額計算、投資家租税債務計算ルール、等が挙げられます。 

 

所得合算ルールは、外国支店及び外国子会社双方に適用される必要があり、免税支店に帰属する所得あ

るいは免税外国不動産から生じる所得の場合には、スイッチオーバールール（switch-over rule）によって税

額控除を適用することが考えられます。 

 
  



BEPS News 

 
 
 

PwC 
9 

Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC税理士法人  

〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3丁目 2番 5号 霞が関ビル 15階 

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 

www.pwc.com/jp/tax 

 

パートナー  

高野 公人 

顧問  

岡田 至康 

ディレクター 

荒井 優美子 
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